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○奈良市重度心身障害者老人等医療費助成事業実施規則 

平成27年12月24日規則第91号 

改正 

平成29年６月28日規則第37号 

平成29年12月26日規則第53号 

平成30年３月30日規則第19号 

令和２年10月30日規則第59号 

奈良市重度心身障害者老人等医療費助成事業実施規則 

（目的） 

第１条 この規則は、重度心身障害老人等が老後において、心身に重度の障害があるため受療の機

会が多く、又はひとり親家庭である等の事由から、その者に対し重度心身障害者老人等医療費助

成金（以下「助成金」という。）を交付することにより、重度心身障害老人等の心身の健康の保

持及び福祉の増進を図ることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 助成金の交付を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は、市内に住所を

有する者であって高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下「法」という。）

の規定による被保険者のうち、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(１) 奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和47年奈良市条例第12号）第２条第１項

各号のいずれかの規定に該当する者 

(２) 奈良市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例（昭和48年奈良市条例第４号）第２条第

１項各号のいずれかの規定に該当する者 

（住所地特例） 

第２条の２ 前条の規定にかかわらず、県内の他の市町村の区域内に所在する障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第５条第11項に規定する障害

者支援施設又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設（障害

児入所施設に限る。以下この条において「障害者支援施設等」という。）に入所したことにより、

本市から当該他の市町村の区域内に住所を変更した者で、その者が当該住所の変更をしなかった

としたならば、前条の要件（第２号を除く。）に該当し、同条の規定による医療費の助成を受け

ることができることとなるものは、同条に規定する市内に住所を有する者とみなす。継続して２

以上の障害者支援施設等に入所をしている者の最初に入所をした障害者支援施設等への入所前の
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住所が本市の区域内であった場合についても、同様とする。 

（助成金の額） 

第３条 助成金の額は、助成対象者の疾病又は負傷について法その他の法令の規定により医療に関

する給付が行われた場合における医療費のうち、当該法令の規定によって助成対象者が負担した

一部負担金（以下「一部負担金」という。）の額から次に掲げる額を控除した額に相当する額と

する。 

(１) 健康保険法（大正11年法律第70号）第85条第２項に規定する食事療養標準負担額及び同法

第85条の２第２項に規定する生活療養標準負担額に相当する額 

(２) 法令の規定による払戻額その他これに相当するものが支給されている場合は、その額に相

当する額 

(３) 病院若しくは診療所等（保険薬局を除く。）の診療報酬明細書（訪問看護療養費明細書を

含む。）又は法その他法令に定める療養費支給申請書ごとに次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に掲げる額 

ア 外来療養である場合 500円 

イ 入院療養である場合 1,000円（14日未満の入院療養である場合は、500円） 

２ 前項第３号アに掲げる額の合計額は、１月につき1,500円を限度とする。 

（助成の申請） 

第４条 助成金の交付を受けようとする者は、重度心身障害者老人等医療費助成申請書（別記第１

号様式。以下「申請書」という。）を市長に提出するものとする。 

２ 申請書を提出する場合においては、次に掲げる書類を添付又は提示しなければならない。 

(１) 後期高齢者医療被保険者証及び身体障害者手帳、療育手帳又はひとり親家庭等医療費受給

資格証 

(２) 住所を証する書類 

(３) 所得の状況を証する書類 

(４) その他市長が必要と認める書類 

３ 前項の規定にかかわらず、同項各号の書類により証する事実が公簿等により確認できるときは、

当該書類の添付又は提示を省略することができる。 

（助成の決定） 

第５条 市長は、申請書を受理した場合において、助成対象者であると認めたときは、重度心身障

害者老人等医療費助成受給者台帳（以下「受給者台帳」という。）に登載するものとする。 
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（助成金の交付） 

第６条 市長は、診療報酬明細書（訪問看護療養費明細書を含む。）又は連名簿により、受給者台

帳に登載された者（以下「受給者」という。）が一部負担金を支払ったことを確認の上、助成金

を交付するものとする。 

（調査） 

第７条 市長は、第４条第１項の申請をした後の受給者の状況について、受給者から毎年度必要な

書類の提出又は提示を求めることができる。この場合において、第４条第２項及び第３項の規定

を準用する。 

（届出） 

第８条 受給者は、次の各号に掲げる事由が発生したときは、速やかに重度心身障害者老人等医療

費助成変更届（別記第２号様式）により市長に届け出なければならない。 

(１) 受給資格を有しなくなったとき。 

(２) 氏名、住所又は申請書に記載した申請者の口座を変更したとき。 

(３) 加入医療保険に変更があったとき。 

（第三者の行為による被害の届出） 

第９条 助成金の支給事由が第三者の行為によって生じたものであるときは、助成金の支給を受け、

又は受けようとする者は、その事実、当該第三者の氏名及び住所又は居所（氏名又は住所若しく

は居所が明らかでないときは、その旨）並びに被害の状況を直ちに市長に届け出なければならな

い。 

（受給者台帳の整備） 

第10条 市長は、受給者について受給者台帳を作成し、常に記載内容について整理しておかなけれ

ばならない。 

（その他） 

第11条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成28年１月１日から施行する。 

附 則（平成29年６月28日規則第37号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成29年７月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の奈良市重度心身障害者老人等医療費助成事

業実施規則の規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することが

できる。 

附 則（平成29年12月26日規則第53号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市重度心身障害者老人等医療費助成事業実施規則の規定は、この

規則の施行の日以後に行われた医療に係る医療費の助成について適用し、同日前に行われた医療

に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

附 則（平成30年３月30日規則第19号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市重度心身障害者老人等医療費助成事業実施規則の規定は、この

規則の施行の日以後に行われた医療に係る医療費の助成について適用し、同日前に行われた医療

に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年10月30日規則第59号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前のそれぞれの規則の規定に基づき作成されて

いる用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 
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別記 

第１号様式（第４条、第８条関係） 
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第２号様式（第８条関係） 

 


